
令和８年度 都市経済常任委員会行政視察報告書 

 

１ 参加委員 

 （委員長）水本定弘 （委員）杉本啓子 （委員）花田慎 （委員）藤本恵祐 

 （委 員）菊池雅介 （委員）加藤大嗣（オンライン参加） 

 

２ 視察日時 

令和８年４月２０日（月曜日）１４時００分から１５時３０分まで 

 

３ 視察先 

   香川県高松市 

   対応者：高松市都市整備局都市計画課 課長補佐 石川氏、岡田氏 

 

４ 視察事項 

 （１）「高松丸亀町商店街再開発事業」について 

  

５ 視察概要 

                   （担当 花田 慎） 

視察先選定理由 政策討議のテーマに基づき、地域経済活性化のため商店街再開発事業につい

て先進事例である高松市丸亀町商店街を選定した。 

内 容 

・事業概要 

・効果、推移 

・課題 

・今後の方向性 

 

１． 市の概要 

高松市は、香川県の中部に位置する市。香川県の県庁所在地および最大の

都市であり、中核市に指定されている。旧香川郡・木田郡（三木郡・山田郡）・

綾歌郡（阿野郡）で、１８９０年２月１５日の市制当時の区域は旧香川郡の

一部から構成された。高松都市圏の中心都市。四国地方において愛媛県松山

市に次いで２番目の人口規模。瀬戸内海に面する港町で、市街地から至近な

高松港が瀬戸内海の島々や本州の都市と市を結んでいる。交通アクセスの良

さから四国を統轄する国の出先機関のほとんどや、多くの全国的規模の企業

の四国支社や支店が集積する支店経済都市である。また、四国電力や JR四国

といった四国を代表するような企業の本社などが置かれ、四国の政治経済に

おける中心拠点の一つである。 

○行政面積 ３７５．６７㎢ 

○人  口 ４１４，１８８人（令和８（２０２６）年４月１日現在） 

 

２．事業概要  

「高松丸亀町商店街」は、高松市の中心商業地区の真ん中に位臨する全長

４７０ｍの商店街であり、有名ブランドを扱うブティックが多く、流行の先



端を行くファッション性の高い商店街として高松の商店街をリードしてき

た。また、丸亀町は開町以来、４００年余りの歴史を誇る町である。丸亀町と

いう町名の由来は、高松城築城の際、丸亀（現在の香川県丸亀市）の商人をこ

の地に移したことによると言われている。以来、高松城下（現在の玉藻城）の

城下町として栄え、高松が本州と四国を結ぶ交通の要衝であったことで、自

由で洗練された華やかな文化を育んできた。盛大に 400 年祭が催されたもの

の、商店街の通行量には減少の兆しが見え始めていたため、アーケード建て

替え、路面のカラー舗装、個店のリニューアル、及び駐車場の増設等を実施し

てきたが、それだけでは、ショッピングセンターのように、回遊しながらゆっ

くり時間を過ごせる快適で魅力的な空間や施設になっているとは言えず、丸

亀町はこのまま放置すれば競争社会で生き残ることができず衰退するという

危機感が組合員にも生まれ始めた。 

そこで、青年会が中心となって再開発委員会を発足させ、他府県の商店街

などの視察や調査を繰り返し、将来の丸亀町商店街のあり方について真剣に

議論を重ね、レポートをまとめた。 

丸亀町の課題としては、一定の共同化によってより合理的な土地利用を行

い、商業床と魅力的な都市空間をつくり出す（商店街全体をひとつのショッ

ピングセンターと見立て全体のレイアウトを考える中で、業種の偏りを正し

適切にマネジメントすること）必要性があると判断された。 

  中小商業者が生き残るには、一軒一軒の個別の努力とともに、自分の土地

を合理的に利用し集積のパワーを生み出していこうという結論に至った。そ

して、都市計画としての位醤付けを明確にし、土地の権利調整を行うために

都市再開発法に基づく市街地再開発事業を実施することを高松市の提案のも

と決定した。 

市民にとっても重要なメインストリートであり、ここが衰退することは高

松市民が都市生活の核を失うことも意味する。本再開発事業は、単に丸亀町

商店街だけの問題ではなく、高松の都市政策の上でも必要と判断され、商店

街のリーダーに都市計画の専門家や学識経験者などが加わり、本格的な調査

研究体制が組まれ再開発に向けての歩みがスタートした。 

 



〇７つの街区（Ａ～Ｇ） 

・各街区に独自の役割とテーマを設定 

〇段階的整備 

・社会情勢や合意形成に合わせて順次着手 

〇戦略的な業種編成 

・その場所に「今何が必要か」徹底検証 

・周辺との相乗効果を狙った店舗誘致 

・ナショナルチェーンと地元個店の共存 

〇住宅整備 

・まちなかに「住居機能」を奪還 

 

（１）Ａ街区（２００６年完成）事業費約６９億円 

 

（２）Ｇ街区（２０１２年完成）事業費約１５２億円 

 



（３）大工町・磨屋町街区（２０２４年完成）事業費約６６億円 

 

３．事業の効果・推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４．課題 

〇直面した課題：二重課税による街の体力の流出 

 

〇民事信託を活用したスキームで解決 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５．今後の方向性 

〇持続可能な再開発の運営・管理のポイント 

 

〇行政主導でもなく、民間任せでもない真の意味での官民共創 

 

考 察 

・本市との比較 

・本市への事業導

入の可能性 

・今後の検討内容 

 

今回の視察では真の意味で官民が一体となり商店街の活性化成功事例であ

る。このケースは全国的にも数少ない成功事例であり、多くの学びを得ること

ができた。 

しかし、茅ヶ崎市内の商店街で本件と同様の取り組みを実施することは歴史

的背景の違いもあり、極めて困難であると思われる。茅ヶ崎市において商店街

の活性化対策につながる手法として取り入れられる部分がないか検討して行き

たい。 

備 考  

 

 


